
4 総事業費 千円

出が図れた。

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 補助 事業類型 Ⅰ ソフト事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 62 新産業起業化推進調査研究経費
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 02 総務費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

47 企業誘致により雇用の場を増やす
項 01 総務管理費

まちなか再生実験事業数 件
目標 ― 目標 1

1 ―
目 06 企画費 実績 実績 1

施　策 2 新産業の展開
細目 101 調査企画推進事務経費

新産業立地調査結果報告書 件
目標 ― 目標 1

1 ―
細々目 04 新産業企業化推進調査研究経費 実績 実績 1

基本計画該当頁 171 行革大綱の重点事項番号 目標 ― 目標

担当部課
コード ０４０１００ 評価者

氏　名
森本一生 連絡先

22 - 9690 実績 実績

名称 企画調整課 (内線) 2111

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

①南部丘陵地
②中心市街地及び市民。

①南部丘陵地域への新産業創出拠点の方向が示される。
②中心市街地の賑わい回復に向けたイベントの有効性が図れる
I。

まちなか再生実験事業中のおけ
る町家みらいセンターの来場者数

歩いてでも行きたくなるイベントが開催でき
るかどうかの観点から指標とした。

人
目標

―
目標 １００人/日

― ―
実績 実績 １６３人/日

目標 目標

実績 実績

（※対象件数 ）
根拠法令・要綱等

開始年度 平成 17 年度
関連事業 産学官連携研究開発拠点整備事業  中心市街地活性化基本計画策定事業

評価
終了

本
年
度
事
業
内
容

年度 平成 19 年度
新産業企業化研究会において、マネジャーから、基本方針とし
て産学官民連携による展開と拠点形成について及び南部丘陵
へ導入が望まれる機能と開発等の手法について提案がされ検
討を行った。
また、研究会内部組織の集客交流部会では、中心市街地にお
ける「まちなか再生」プロジェクトに係る実験として「灯りの細道」
と銘打ったイベントを芭蕉月間に合わせて開催した。地域住民
と行政が一体となって取り組むことにより、賑わいと交流の創

状
況
変
化
等

研究開発・立地部会の充実が不可欠である。
19年度の集客交流イベントについては、上野農人町を中
心に開催する。

評価項目

必要性

ポイント

4
中心市街地の賑わい創出と南部丘陵への新産業の創出は、市勢発展のためには欠くことができないものであり、その方
向付けには行政と市民で検討していく必要がある。

評価項目についてのコメント

有効性 3
中心市街地の賑わい創出のための地域住民による手づくりイベントとして取り組んだため、地域に密着した意義あるもの
が実施できた。

達成度 3
18年度は賑わい創出のための具体的な事業を実施することができた。また、南部丘陵への新産業創出への考察について
は３年継続事業の２年目であり、最終年度に向けてり踏み込んだ検討を行った。

効率性 3
賑わい創出のイベントは、市民ボランティアによる手づくりイベントのため投入費用も少なく効率性は高い。。
新産業創出については、２年目の事業であり方向性が示されたことを受け、最終年度に当たる19年度は投入費用を削減
した。

整

1

備内容

建設用地

運営体制

1

　委託先

運営主体

2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人 総合評価

A

事業の方向性

廃止

改善についての取り組み

19年度は３年継続の事業としての最終年度であり、南部丘陵への新産業創出にむけた結論を導く。

3
4 市内の類似施設
年間運営費 千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算
金  額

内容 平成１８
事 業 内 容

年度
数量
 決算内容

金  額
平成１９

事 業 内 容
年度
数量

 計画内容
金  額

平成２０
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２１
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２２
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
新産業創出地域 新産業創出地域 新産業創出地域

再生マネージャー 再生マネージャー 再生マネージャー

工事
事業委託料 14,490 事業委託料 14,490 事業委託料 5,000

事務費 506 事務費 433 事務費 753

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 14,996 事業費計(A) 　 Σ 14,923 事業費計(A) 　 Σ 5,753 事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 0

事業投入人員 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 人 0 人件費（Ｂ） 人 0 人件費（Ｂ） 人 0

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 22,196 22,123 9,353 0 0 0

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 14,996 14,923 5,753 0 0 0

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他 9,660 9,660 3,330
一 般 財 源 5,336 5,263 2,423 0 0 0
計 14,996 14,923 5,753 0 0 0

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

ふるさと財団交付金 ふるさと財団交付金 ふるさと財団交付金

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等
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